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など、モビリティのデジタル化は、自動車産業をトランスフォームさせ、
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えようとしている。従来型のビジネスモデルやバリューチェーンも根本的に
変わり、プラットフォームというプレイヤーが台頭し始めている。このポジ
ションを狙い、ITジャイアントだけではなく、従来の自動車メーカーも参戦
している。一方、モビリティ業界におけるプラットフォーマーとして、Uber
やDiDiなどが挙げられるが、そもそも収益を上げていない。今後、プラット
フォーマーたちはどのように競争に勝ち、収益化を実現するか、大きな課題
となるだろう。

3 モビリティサービスの担い手は、自動車会社や人々の「移動」を提供してき
たタクシー・ライドシェア・公共交通機関にとどまらず、不動産会社や食品・
飲料メーカー、医療・ヘルスケア、行政など多岐にわたる。提供価値も、単
なる「移動」から「生活」「都市」にまで範囲が広がってきている。これらグ
ローバルでの他社の動きを注視し、自社としてどのレイヤーでどの提供価値
を行うのかを検討しなければならない。
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モビリティのデジタル革命

Ⅰ デジタル化による自動車産業の
 トランスフォーム

本章では、デジタル化により転換するモビ
リティの産業構造、既存ビジネスモデル、バ
リューチェーンを中心に概説する。

1 自動車産業にも影響を及ぼす
 デジタル化

自動車業界は、100年に一度の変革を迎え
るといわれている。そのトリガーはCASE

（C：Connected、A：Autonomous、S：
Shared、E：Electricの頭文字をとったもの）
と呼ばれる 4 つの技術進化である。また、自
動車業界のビジネスモデルも大きな転換期を
迎えており、従来の車両販売から、MaaS

（Mobility as a Service）としての提供へ変化
しつつある。

主要プレイヤーも従来の自動車メーカー、
サプライヤーのほかに、ITプラットフォー
マー、トランスポーテーションネットワーク
カンパニー、通信オペレーターなどが新規参
入してきている。それに合わせて、付加価値
も、車両販売やアフターメンテナンスから、
モビリティサービス、またモビリティサービ
スプラットフォームを基盤とした走行データ
や消費者データを活用したビジネスへ拡大し
ていく可能性がある。

このように、自動車業界やモビリティ業界
は、デジタル化の進展により、業界構造やビ
ジネスモデルが転換しつつある。具体的にど
のような変革が起きつつあるかを、以下、概
説する。

2 自動車産業のビジネスモデルの転換
開発領域においては数理モデルを用い、コ

ンピューターシミュレーションを多用する開
発手法のモデルベース開発（MBD：Model 
Based Development）の活用が進む。従来の
開発手法と比較して開発期間が短縮され、試
作回数の削減などによるコスト低減というイ
ンパクトがある。新興EVメーカーなども
MBDを活用した開発手法を取り入れている
といわれ、開発サイクルの短期化による、よ
り市場ニーズに合った製品の投入による競争
力、開発コスト低減による価格競争力を有す
る可能性がある。

次に、販売・サービス領域においては、米
国や中国などの地域で自動車のオンライン販
売も始まっており、従来のディーラーをアク
セスポイントとしたビジネスモデルが変わり
つつある。また、ディーラーに来店するユー
ザーは、既にオンラインでスペック検討や見
積もりを実施している。そのため、ディーラ
ーへの来店回数も減少しており、来店の際は
オンラインではできない試乗を主目的として
いる。デジタル化に伴い、ユーザーの自動車
の購買プロセスが変わりつつある。ディーラ
ーもそれに合わせて、従来の営業員が接客を
する店舗形態から、ユーザーがクルマの試乗
やブランドを体験できる店舗へと転換を図り
つつある。

アフター・サービス領域においても、最
近、スマートフォンを活用したデジタルキー
によるサービスが登場している。デジタルキ
ーは、販売後のサービスを大きく変化させる
可能性がある。デジタルキーは、従来のメカ
ニカルキーと異なり、第三者に時間を限定し
たワンタイムパスワードを発行可能なため、
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自動車を利用していない時間帯のメンテナン
ス・車検サービス、給油サービス、第三者へ
のシェアリング、荷物を受け取る宅配ボック
スサービスなどで普及可能性がある。レンタ
カーやカーシェアリングサービスにおいて
も、より自由な使い方を実現可能なため、デ
ジタルキーによるサービスはますます拡大す
る可能性がある。

コネクテッド領域では、インフォテイメン
トや各種交通や安全情報提供、遠隔でのソフ
トウエアアップデート（OTA）、自動運転

（Autonomous）の実現に必要なHDマップや
遠隔での制御などが検討されている

次章以降、モビリティ分野を変革している
新たなプレイヤー、プラットフォーマーの動
向を基に解説する。

Ⅱ モビリティ分野におけるプラットフォーマー
 の動向

本章では、モビリティデジタル革命の中
で、プラットフォーマーの役割や戦略の方向
性を中心に概説する。

1 プラットフォーマーを目指す
 企業たち

米国を代表するITジャイアントとして、
GAFAがある。また、中国ではBATに加え
てTMDなどもメジャーなIT企業として注目
を浴びている。これらの企業はプラットフォ
ーマーと呼ばれ、従来のビジネスモデルでは
なく、サービスを提供する企業とエンドユー
ザーをつなぐ土台、いわゆるビジネス基盤を
提供することで急成長を成し遂げた。

最近、従来のビジネスモデルからの脱却を

図り、自らプラットフォーマーになると宣言
している企業も増えている。たとえば、トヨ
タ自動車の豊田章男社長は2019年 5 月 8 日に
開かれた19年 3 月期決算の説明会で、今後、
トヨタは「モビリティー・サービス・プラッ
トフォーマー」を目指す考えを示した。

フォルクスワーゲンも18年 9 月に、次世代
のEV向けに新開発したモジュラープラット
フォームMEB（モジュラー・エレクトリッ
ク・ドライブキット）を発表した。そして19
年 7 月には、フォルクスワーゲンがフォード
に対してMEBの共有に合意したことが、ロ
イター社のニュースによって報じられた。フ
ォルクスワーゲンはMEBを他社に拡販する
ことにより、EV事業の収益性を高め、EVビ
ジネスのプラットフォーマーになろうとして
いる。

そもそもプラットフォーマーの定義はいろ
いろある。ブノワ・レイエ、ロール・クレ
ア・レイエ著『プラットフォーマー 勝者の
法則 コミュニティとネットワークの力を爆
発させる方法』（日本経済新聞出版社）によ
ると、プラットフォームビジネスを「コミュ
ニティのメンバー同士をつなげ、メンバー間
の取引を可能にするビジネス」と定義してい
る。プラットフォーマーは、「 2 つ以上の顧
客グループを誘致し、仲介し、結びつけ、お
互いに取引できるようにすることで大きな価
値を生み出している企業」と説明している。
具体例として、AirbnbやUberなどが挙げら
れた。

このように、消費者だけではなく企業と企
業の間の取引を円滑に行い、ビジネス拡大に
つながる価値がサービスとして提供されるこ
とが、プラットフォーマーの存在意義として
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認識されている。このようなことは、IoT、
5Gなどさまざまなテクノロジーによって実
現される。

2 プラットフォーマーの
 戦略の方向性

一般的に、プラットフォーマーが事業を成
立させるためには、業界の既存の常識を変え
て新たなビジネスモデルを構築し、イノベー
ションを起こすことが必要不可欠である。

米国ではAirbnbが、従来のホテルチェー
ンではなく、スマートフォンを介して一般消
費者の家をホテルに変えた。WeWorkはシェ
アリングオフィスサービスを提供し、不動産
ビジネスを再定義した。中国では、美団外売
がレストランの出前を一つのスマホアプリで
束ねることで、レストランにとって出前サー
ビスが収益源の一つとなり、軽視できない存
在となった。このように、スマートフォンの
普及の波に乗って、スマートフォンを介して
エンドユーザーとサービサーをつなげるエコ
システムを構築できた。

一方、モビリティ業界において、従来のタ
クシー会社ではなく、個人の自動車をタクシ
ーにも使えるようにしたUberやDiDiは巨大
なプラットフォーマーになっている。

ガラケーからスマホに変わっていくよう
に、現在、自動車にもコネクテッドによって
ICV（Intelligent Connected Vehicle） に な
ろうとする動きが広がりつつある。ICVのメ
リットとして、自動車はOTAによって既存
の機能をアップグレードすることで進化し続
けることが一つの事例である。たとえば、テ
スラの量販車「Model S」はOTAによって、
バグ修正だけではなく、自動運転の機能をオ

ンにしたりレベルアップしたりすることがで
きる。

そして、自動運転技術を搭載するICVにな
ると、モビリティ業界でもプラットフォーマ
ーの存在価値がさらに高まる。たとえば、ボ
ルボは運転席のない自動運転ができるEVト
ラックを開発している（図 1 ）。運転者がい
なければ、運営コストが下がるだけではな
く、物流効率も高まると期待できる。

また、無印良品を展開する良品計画がフィ
ンランド・ヘルシンキで推進する自動運転バ
スプロジェクトがよい事例である。真冬のフ
ィンランドでは、無人運転のバスが物販を提
供することで、外出することなく買い物がで
きる（図 2 ）。

自動運転技術を搭載したICVが実現する
と、自動車が大きなスマートフォンに変身
し、移動中のエンドユーザーにもさまざまな
サービスを提供可能だと考える自動車メーカ
ーが多くなっている。冒頭で紹介したトヨタ

図1　ボルボの自動運転トラック

出所）https://response.jp/imgs/p/HyHJUDsvwEJjLfURx1fZfoRN5UBBQkNERUZH/ 
1427819.jpg
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自動車の「モビリティー・サービス・プラッ
トフォーマー」を目指すという宣言も、自動
車を介してサービサーとエンドユーザーをつ
なげることで、従来の自動車ビジネスからモ
ビリティビジネスに足軸をシフトしているた
めであろう。

たとえば、移動中の車内にいる乗客に対し
て、カラオケや映画、物販、快眠サポートと
いったサービスを提供することにより、乗客
を「単なる移動」から解放し、楽しい、ワク
ワクするドライビングライフを実現させる

（図 3 ）。
今後、モビリティサービスがさらに進化し

ていけば、利用者を増やすためにプラットフ
ォーマーも独自の進化を進め、差別化を図ら
なければならない。基本的な戦略の方向性と
して、4 つに分けることが可能となる（図 4 ）。
特に、都度課金からサブスクリプション型
へ、サービスのプラシングを減価ベース計算
から顧客利用頻度・利用量にシフトすること
が、大きなトレンドになるだろう。また、プ
ラットフォームのネットワークブリッジ効果
として、ほかのネットワークとの連携による

図2　無印良品デザインの自動運転バス

図3　ボルボが発表したコンセプトカーのインテリアイメージ

出所）https://www.gizmodo.jp/2019/03/muji-�nland-gacha.html

出所）https://nlab.itmedia.co.jp/nl/articles/1809/10/news103.html

図4　モビリティ業界におけるさまざまなプラットフォーマーのポジショニング

都度課金

小さい ネットワークブリッジ効果 大きい
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（バイドゥ）
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MSPF
（トヨタ自動車）

サブスクリプション型
（定額制）
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シナジーの大きさをビジネスの特徴から見る
と、ブリッジ効果が小さいものと大きいもの
に分けることが可能である。基本的に、ブリ
ッジ効果が大きければ大きいほど、プラット
フォーム事業の収益が大きく期待できると考
えている。

次章以降、モビリティ領域で進展するデジ
タル化の動向を基に解説する。

Ⅲ モビリティ領域で進展するデジタル化

本章では、MaaS（Mobility as a Service）
と呼ばれるモビリティサービスを中心に、モ
ビリティ領域の関与プレイヤーの広がりにつ
いて概説する。MaaSのサービスレベルはス
ウェーデンのチャルマース工科大学によって
表1のように定義されている。現在のMaaSサ
ービスはレベル 1 もしくは 2 が中心である
が、今後はレベル 3 や 4 を視野に入れた開発
が期待される。

1 MaaSにおける関与プレイヤーの
 広がり

前述の「モビリティ・サービス・プラット
フォーマー」化を掲げるトヨタ自動車は、
2018年10月にソフトバンクとモビリティサー
ビスの展開に向けて合弁会社MONET Tech-
nologiesを設立。19年 3 月には、モビリティ
サービスを産業の枠を超えたオープンなエコ
システムの中で推進するために「MONETコ
ンソーシアム」を設立した。設立時点で88社
が参画し、19年 6 月末時点では276社にまで
拡大している。その構成企業を見ると、自動
車メーカー、部品メーカーはもちろんのこ
と、小売・飲食・物流・旅行／旅客・医療・

表1　MaaSのサービスレベル定義

MaaSレベル 概要

レベル0
「統合なし」

それぞれの移動主体が独立したままサービスを提供
する

レベル1
「情報の統合」

料金や時間、距離など各移動主体に関するさまざま
な情報を提供

レベル2
「予約・決済の統合」

ワンストップで発券や予約、支払いなどが可能とな
る。利用者はスマートフォンなどのアプリケーショ
ンで目的地までのさまざまな移動手段を一括比較
し、複数の移動主体を組み合わせたまま予約や決済
などができる

レベル3
「サービス提供の統合」

公共交通をはじめレンタカーなども連携したサービ
スや料金体系の統合が求められ、事業者間での提携
などが行われることでサービスの高度化などが図ら
れる

レベル4
「政策の融合」

国や自治体、事業者が、都市計画や政策レベルで交
通のあり方について協調（スマートシティ）

出所）スウェーデン チャルマース工科大学

表2　MONETコンソーシアムの主な参加企業

競合 自動車会社 ホンダ、日野自動車

サプ
ライヤー 自動車部品企業 アイシン精機、デンソー、矢崎総業、ボッシュ

IT企業

モビリティサービス akippa

その他IT企業 SAPジャパン、ヤフー、日立ソリューション
ズ、NEC

周辺
ビジネス
企業

タクシー JapanTaxi

公共交通機関 JR東日本、東急、富士急行、東武鉄道、
西武バス

電力 東京電力HD、中部電力

食品・飲料 コカ・コーラボトラーズジャパン、サントリー
HD、ブルボン

ヘルスケア フィリップス・ジャパン、テルモ

金融 三菱UFJ銀行、みずほ銀行、三井住友銀行、
paypay

家具・消費財 ニトリHD、ユニ・チャーム

物流 ヤマトHD、日本通運

旅行・旅客 JTB、日本航空

住宅 パナソニックホームズ、トヨタホーム、積水
ハウス

小売 イオンモール、Jフロントリテイリング、ファ
ミリーマート、ビックカメラ

不動産 東京建物、三菱地所、森ビル、三井不動産

商社 伊藤忠商事、住友商事、豊田通商、丸紅
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情報提供サービス・エンターテインメント・
不動産・金融・教育と、実に幅広い。18年 1
月にトヨタ自動車がCESでe-Paletteを発表し
た際は、事業パートナとしてAmazon（EC）、
Uber・DiDi（ライドシェア）、ピザハット

（飲食）、マツダ（自動車）が参画したが、ト
ヨタ自動車が捉えるモビリティサービスの対
象がさらに広がっている形である（表 2 ）。

表 3 が上記のトヨタや、あらゆる交通機関
の情報を統合し月額課金で利用可能なMaaS
の代表例として著名なフィンランドのWhim
を除く日本、中国・アジア、米国・欧州にお

けるMaaSの主な取り組み例であるが、同様
に幅広いプレイヤーが参画している。

2 「移動」から「生活」
 「都市」への領域の広がり

前述のように、MaaSのサービスは単なる
「移動」にとどまらず、移動を機軸に「生
活」や、さらには「都市・スマートシティ」
の領域へと広がってきている。たとえば中国
のアリババは、自社が出資企業を含めて保有
するデジタルサービスポートフォリオで蓄積
されるデータを活用し統合モビリティサービ

表3　MaaSの主な取り組み例

自動車 交通 通信 ソフトウエア 保険 不動産 エネルギー 行政

日本

デンソー JR東日本 NTTドコモ DeNA
SOMPO
ホール
ディングス

三菱地所
東京電力
ホールディン
グス

経済産業省

● 車両情報を
一元管理す
るクラウド
技術

● 他 社と提
携、鉄道と
二次交通の
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スの提供を図っている。自社EC・店舗や、
テンセントと共同展開するライドシェア企業
のT3出行、地図データの高徳地図、決済機
能のAlipay、レストラン予約の口碑など、生
活に関連する幅広い消費者との接点を持って
おり、それらを活用した消費者の行動には、
物流も含め、モビリティ・移動が付随する。
それらのデータを統合的に活用し、新たなモ
ビリティサービスの提案や、モビリティデー
タを活用した交通渋滞の最適化・物流最適化・
エネルギーマネジメントといった都市領域で
のスマートサービスを展開している（図 5 ）。

図5　アリババのモビリティサービスの概要
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ライドシェア DiDi（出資）：自動運転技術開発

蓄積したデータを
スマートシティに展開

スマートシティ

Ali Cloud

高徳（地図＋ユーザデータ）

Alipay

天猫

EC

口碑

GoFun

口コミ・生活

EVシェアリング

T3出行

ライドシェア

Ali OS

テレマティクス

Ele.me

フードデリバリ

淘票票

オンラインチケット

盒馬鮮生

小売（EC連携）

淘宝網

マーケットプレイス

Lazada

東南アジアEC

芝麻信用 Ant Financial …

コネクテッド／
自動車OS

シェアリング

自動運転

生活

EC

FinTech

データ

クラウド

モ
ビ
リ
テ
ィ 

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

I
T
│

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

図6　Sidewalk Labsによるトロント開発コンセプト

出所）Sidewalk Labs
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また、グーグルも同様に、自社プラットフ
ォームから蓄積されるモビリティデータや、
傘下のWaymoが開発している自動運転シス
テムを基にスマートシティ領域に展開しよう
としている。グーグルを展開するアルファベ
ットは、2015年に「Sidewalk Labsプロジェ
クト」を立ち上げ、カナダのトロントにおけ
る ス マ ー ト シ テ ィ 計 画 を 行 っ て い る。

「Coord」というモビリティデータプラットフ
ォームを用意し、そこに集まる自動車、駐車
場、道路などの交通インフラの情報を集約
し、有償でモビリティサービサーに提供する
ポジションとなることを図っている。公共の
交通機関としては、アルファベット傘下の
Waymoの開発する自動運転車を採用し、無
人ライドシェアサービスを展開する。Side-
walk Labsは、状況に応じて道路の道幅など
が柔軟に変化するコンセプトを打ち出してい
る。自動車メーカーをはじめ、MaaSサービ
スにかかわる企業を、単なる「移動＋α」と
して捉えるのではなく、前述のような視点で
グローバルプレイヤーが着々と参入してきて
いることを注視しなければならない（図 6 ）。

Ⅳ 技術（コネクテッド・通信・データ処理）
 の進化

本章では、モビリティのデジタル化に重要
となる技術を中心に概説する。

1 5Gにより本格化するコネクテッ
ドカー・モビリティデータ活用ビ
ジネス

5Gの特徴として「高速・大容量（eMBB：
enhanced Mobile Broadband）」「 低 遅 延

（URLLC：Ultra Reliable and. Low Latency 
Communication）」「 多 数 端 末 と の 接 続

（mMTC：massive Machine Type Commu-
nication）」の 3 つが挙げられる。
「 高 速・ 大 容 量 」 で は ピ ー ク レ ー ト
20Gbps、「低遅延」では無線区間の伝送遅延
1 ms、「多数端末との接続」では、106デバ
イス/㎢が目標性能として掲げられている。
そのため、5Gでは、4Kや8K高精細映像伝送
やVR/AR、自動運転、機器の遠隔制御など
のユースケースが議論されている。また5G
では、アップロードのデータ伝送が大きく変
わる。アップロードのピークデータレート
は、4G-LTE Advanceの500Mbpsから、5Gで
は10Gbpsへ大幅に改善される。つまり、車
両側からのデータ送信環境が大幅に改善され
る。このことは、今後のモビリティのデータ
ビジネスを大きく変える可能性がある。

ユースケースの開拓に加え、主要なOEM
では、5Gが導入されるタイミングでいつで
も量産化に入れるように、技術開発、実証実
験による技術検証を進めている。5Gの特徴
である低遅延を最大限に活用するため、
MEC（Mobile Edge Computing）技術検証が
進んでいる。MECは、ネットワークの遅延
低減や負荷分散のため、ユーザーにより近い
位置にサーバやストレージを配備することを
指す。

また、5Gサービスにより、トラヒックは
飛躍的に増加すると予測され、車両側、エッ
ジ、クラウドなどでのデータ処理方法も課題
となる。2017年にトヨタ自動車など7社、自
動車ビッグデータ向けネットワーク基盤とコ
ンピューティング基盤の構築を目的とする
Automotive Edge Computing Consortium
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（AECC）が設立された。AECCが提言する
ユースケースであるV2Cloud cruise assist、
High-resolution map generation & distribu-
tion、Intelligent drivingなどにおいても、車
両におけるデータ発生量が課題として挙げら
れており、その解決に向けた技術検討が進め
られている。

また、主要な地域では、5GはSA（Stand 
Alone）ではなく、LTEとの連携を行うNSA

（Non Stand Alone）と予測される。そのた
め、サービス要求仕様に基づく、最適なネッ
トワーク回線の選択が必要となる。5Gは、
携帯キャリアによる新規投資もあり、通信単
価も上昇すると見込まれ、また、車両当たり
のデータ量も増加する可能性が高い。そのた
め、通信コストの低減に向けたソリューショ
ンについても課題となる（表 4 ）。

2 MSPF
MSPF（モビリティサービスプラットフォ

ーム）はトヨタ自動車が提唱している概念
で、あらゆる企業やサービスとオープンに連
携することで、サービス領域でのビジネス構

表4　5Gコネクテッドカーのユースケース例

カテゴリー ユースケース例

安全支援

ドライビング支援

メンテナンス

インフォテイメント

● V2X アラート

● リアルタイム高度ナビゲーション
● 音声認識・ジェスチャー操作
● 協調制御運転（含プラトーニング）
● 遠隔運転

● OTA
● 遠隔車両診断

● 外部サービス連携
● 映像コンテンツ配信（含AR・VR）

図7　MSPFの概要
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高頻度の
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テレマティクス
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出所）トヨタ自動車の資料を基に作成
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けではなく、ユーザーのモビリティライフに
かかわるさまざまなサービスがMSPFを通じ
て誕生するだろう。

3 AI
自動運転の実現・運転支援という観点や、

交通・物流最適化といった観点で、モビリテ
ィ領域でのAI活用が進んでいる。センサー
やカメラなどの技術進化や価格の低減によ
り、膨大なデータが蓄積できるようになっ
た。それと同時に、そのデータ分析・処理が
企業にとっての競争力の源泉となってきてい
る。

このような背景の中で、前述のトヨタ自動
車は、AI技術の研究・開発を行うToyota 
Research Instituteを設立し、その傘下にベ
ンチャーキャピタルであるToyota AI Ven-
turesを2017年 7 月に立ち上げている。表 5
がその投資ポートフォリオである。表 5 を見
ると、自動運転用途のAIとともに、交通信
号データ分析などの自動車／モビリティ利用
データ分析・最適化のためのAI活用に向け
た出資というケースが存在している。

各社AI技術の活用・連携が重要になって
いる中で、自動車メーカーは、スタートアッ
プや半導体チップメーカー、IT企業など、
幅広い連携が生まれてきている。

従来の産業構造では、自社でコア技術を開
発し、自社ケイレツ・サプライチェーンの中
に取り込むことで競争力を担保してきた。し
かし、CASEの時代においては、競争力のあ
る既存技術を迅速に取り込んで、常に提供す
る製品・サービスをアップデートし続けなけ
れば、すぐに競争力・市場存在感を失ってし
まう。他社の既存技術の活用を前提として、

築・収益拡大の足がかりを狙う（図 7 ）。
MSPFを用いて、車両の運行管理だけでは

なく、車両・サービスのデータ収集、一元管
理・分析が可能となる。具体的には、車の保
険サービスやタクシー配車サービスなど、車
両からビッグデータを収集して、データ解析
を通じてサービスの最適化などを図る。たと
えば、ユーザーの航続距離、運転スタイルな
どに合わせて、より安全運転志向のユーザー
に対して、保険品質を下げずに安い保険料金
で提供することも可能となる。

このように、モビリティ業界におけるプラ
ットフォームは、スマートフォンから収集で
きるユーザーの決済やGPSなどのデータだけ
でなく、車両関連のデータも膨大にある。

「ユーザー＋車両」のデータであれば、これ
までと違う、モビリティライフに適したサー
ビスを新たに構築して、ユーザーに提供でき
ると思われる。今後、保険やライドシェアだ

表5　Toyota AI Venturesによる主なモビリティ関連の投資先

企業名（国） 概要

Apex.AI（米） 自動運転ソフトウエア

Boxbot（米） ラストワンマイル物流自動運転システム

Connected Signals（米） リアルタイム交通信号データ分析

Joby Aviation（米） 空飛ぶタクシー開発

May Mobility（米） マイクロトランジット自動運転車開発

Metawave（米） 車車間通信レーダー

Nauto（米） AI搭載ドライブレコーダ

Parallel Domain（米） 自動運転シミュレーション用3D環境生成ソ
フトウエア

Perceptive Automata（米） 自動運転用人間動作予測システム

Recogni（米） 自動運転用エッジビジョンシステム

Sea Machines（米） 船舶自動運転システム

SLAMcore（米） 自動運転車・ドローン用空間認識システム
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